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１．検討の背景 

2011年に発生した東日本大震災における津波によ

り、多くの木造建築物が被災した。その被害状況1)

と津波避難ビルガイドラインにより算定された外力

と木造建築物の耐力を比較した結果は相応しない2)。

そこで、被害状況とそれに適切な水深係数を算出し

たところ、1.0～1.5とできる可能性が示唆された3)。 

これに対して、津波により甚大な被害を受けた地

域では、家屋の高台移転などの対策を前提に復興計

画が策定されている場合が多いが、海岸の見える場

所に住みたいという意見も少なくない。一方、これ

から発生が予想される東海・東南海地震による津波

が襲来するおそれのある地域においては、事前対策

が必要である。そこで、津波が襲来するおそれのあ

る地域に建築する木造住宅、並びに木造による津波

避難ビルの設計方法を検討した。 

２．外力の算定 

 津波波圧・波力は津波避難ビルガイドライン4)に

おける静水圧に水深係数を乗じる波圧分布に基づい

て算定した。津波防災地域づくりに関する法律に基

づく平成23年国土交通省告示第1318号において、他

の施設等で波圧軽減が見込まれ、かつ、海岸及び河

川から500 m以上離れている場合に適用する水深係

数1.5を用いた。 

開口部は破損するものとし、浸水深より下階の天

井高と浸水深のうちどちらか低い方の高さから、垂

れ壁の下端までに発生する空気溜まりの浮力を考慮

した。また、建築物の固定荷重は水の比重を減じ、

積載荷重は流失するものとして、建物重量には含め

なかった。その他、耐圧部材、漂流物に対する検討

なども津波避難ビルガイドライン5) に従った。 

３．木造建築物の耐力の検定 

木造建築物の各部に作用する水平荷重に対して、

躯体のせん断耐力、接合部の引張り耐力、アンカー

ボルトのせん断耐力を検定した。木造建築物の終局

せん断耐力は、許容耐力の1.5倍として計算した。 

また、水平荷重に対して、建物全体の転倒、並び

に滑動を検定した。さらに、浮力に対して接合部、

アンカーボルトの引張り耐力を検定した。詳しくは

文献5)を参照されたい。 

４．設計例 

 以下に設計例の概要(詳細は文献5)を参照）を示す。 

4.1 木造２階建て住宅（浸水深 2m、水深係数 1.5） 

 

4.2 木造２階建て住宅（浸水深 3m、水深係数 1.5） 

   

4.3 木造津波避難ビル（浸水深 4m、水深係数 1.5、

避難階：屋上(４階)） 
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１．はじめに 

公共建築物木材利用推進法の成立により、低層建

築物については原則として木造により建築すること

となったが、公共建築物の木造化を図るためには、

大規模木造建築物の構法を一般化する必要がある。

大規模木造建築物を可能にするための一つの構法と

して、クロス・ラミネイティド・ティンバー

（Cross-Laminated-Timber：CLT）のパネルを使

用した壁式構造があり、国内外から構造方法の一般

化を求められている。CLT構法は、挽き板を直交し

て積層接着した厚型パネル（写真１）を使用するも

のであり、ヨーロッパで発祥した構法であることも

あり、耐震性確保方策に関する検討はまだ始まった

ばかりである。今回の

実験は、このCLT構法

の耐震設計法の構築と

いう最終目的に対する

第一歩として実施した。 

 

２．試験体・実験方法 

 欧州などで考案・生産されているCLTパネルは、

幅約3 m程度、長さ20 m程度まで生産可能であり、

開口は矩形のパネルから切削して形成するのが一般

的であるが、今回は幅1 mのパネルを壁パネルやま

ぐさパネル、床パネルとして使用し、それぞれをボ

ルトで接合して躯体を構成する構法を採用した。試

験体（写真２、4 m×8 m×9.5 m）は、５層建物を想

定して３層の構成の頂部に２層分の固定・積載荷重

に相当するおもり約400 kNを載せた。これに対して、

防災科学技術研究所の大型耐震実験施設を用いて、

建築基準法で要求される稀、及び極めて稀に発生す

る地震に相当する人工地震波、並びに1995年の兵庫

県南部地震による観測波（JMA神戸）を長軸方向に

入力した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２ 試験体の外観 

３．実験結果  

加振実験の結果、最大層間変形は２層目で発現し

た（図１）が、建築基準関係法令で要求される極め

て稀に発生する地震動に相当する人工地震波に対し

て約1/166 rad、JMA神戸に対して約1/61 radにとど

まった。これは接合部のせん断試験１）、構面要素の

水平せん断試験２）の結果に基づいて事前に行った数

値解析の結果よりかなり小さな変形に相当する。い

ずれも大きな損傷は観察されなかったため、今回の

構法のCLTパネル構造の損傷限界を木造の損傷限

界変形1/120 radとして良い可能性が示唆された。 

 実験結果の詳細は、

文献3)を参照された

い。本研究は国総研

と(独)防災科学技術

研究所と(株)日本シ

ステム設計との３者

による共同研究の一

環として実施した。   図１ ２層の荷重変形関係 
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写真１ クロス・ラミネイティ

ド・ティンバー（CLT）パネル 
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